
団体名： 内海商工会

得られた効果 備考

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 79.8 ％） （達成度 60.0 ％） Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｃ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 145.4 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 80.0 ％） （達成度 ％） Ｂ Ｂ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 25.0 ％） （達成度 ％） Ｂ Ａ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｄ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 72.5 ％） （達成度 ％） Ｂ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｃ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 110.0 ％） （達成度 ％） Ｂ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

小規模事業者

指標

巡回窓口指導延件数

指標

課題解決提案件数

小規模事業者に対して経
営支援サービスの提供が
でき、小規模事業者の商
工会に求めるニーズを把
握できた。また、施策等
の情報提供により商工会
と小規模事業者との良好
な関係がより保てた。

実績
数値

12

　２０２３年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

記帳継続指導 個人事業主等を対象に正しい
記帳方法や決算・確定申告ま
でを指導し、適正な税務申告
及び、計数管理による経営力
の向上に結びつける。

7月源泉事務、1月源泉事務、
3月確定申告・消費税申告事
務を行った。
指導企業数   37件
指導延回数　  349回

小規模事業者

指標

記帳継続指導延回数

指標

目標
数値

722
実績
数値

576
目標
数値

20

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

国・県の重点項目
でもある事業承継
問題が表面化し、
今後の相談件数も
増加すると思われ
るため、引き続き
支援していく。

巡回・窓口相談指
導事業

経営指導員を中心に地区内事
業所を訪問し、各事業所の抱
えている問題点を見つけ出
し、資金繰り・税務相談・労
務相談など経営に関するあら
ゆる相談に応じ問題点を解決
していく。巡回・窓口指導に
ついては、会員加入促進を意
識して行う。また実際の事業
主の声を聞きながら景況に関
する調査をし、現状把握す
る。

・巡回指導
　実企業数　　90社
　延べ指導件数　　341件
・窓口相談指導
　実企業数　84社
　延べ指導件数　235件
・課題解決提案件数　12件

講習会等 多様化する経営環境に対応す
るため、小規模事業者にとっ
て必要な金融・税務・経理・
労働・情報化等の知識習得や
時事的な問題についての啓蒙
を図り、事業者の資質を向上
させる。

・集団指導･･･　5回・　23人
・個別指導･･･　　14回・17
人

小規模事業者

指標

講習会受講者数

事業所数の低下に
伴い、記帳指導事
業所数も減少する
ことが予測され
る。きめ細やかな
対面指導を心がけ
ていき、今後も事
業所を支えるよう
に努める。

目標
数値

240
実績
数値

349
目標
数値

実績
数値

受託小規模事業主の経理
税務申告など事務処理の
負担軽減に努めたことに
より受託事業者は適正な
税務申告及び営業活動に
専念できた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

祭典事業 産業まつりにおいて、地域の
資源を活かした特産品を一堂
に集め、紹介・販売すること
により販路拡大を図り、地域
振興、街づくりに寄与するこ
とを目的とする。

南知多町産業まつり
開催日・・・令和5年11月5日
開催場所・・・豊浜漁港施設
用地内
参加・協力事業所数・・・5
事業所
催事内容・・・地区内商工観
光事業者による飲食物等の製
造販売

南知多町民他

指標

参加・協力事業所数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

ポストコロナに向
けた講習会等、受
講者数が少しでも
増える内容や日程
等を検討しながら
実施していく。

目標
数値

50
実績
数値

40
目標
数値

指標

講習会を通して、各事業
の資質向上につながって
いる。新たな取り組みを
視野に入れた商品開発な
ど、事業への取り組み姿
勢がみられた。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

観光振興事業 商工会観光部会員による各種
イベントの開催及び協賛・協
力・視察等により地元観光資
源をPRするとともに誘客を図
る。

令和5年8月19日　内海花火
メーテレ60周年記念大会実施
55,000人参加
夏季誘客数…290,000人

内海商工会観
光部会員（中
小・小規模事

業者）

指標

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

開催内容がコロナ
禍前と同様となっ
たが、参加・協力
企業数が少なかっ
た。今後は参加・
協力企業数を増加
させ、地域に貢献
できるよう実施し
ていきたい。目標

数値
20

実績
数値

5
目標
数値

指標

新型コロナウイルス感染
症の五類移行により、コ
ロナ禍前と同様に開催で
きた。例年よりも飲食販
売のルールが厳しい中で
多くの誘客ができ、地域
振興、街づくりに貢献し
た。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

目標
数値

400
実績
数値

290
目標
数値

夏季誘客数（単位：千人）

指標

新型コロナウイルス感染
症の五類移行により、コ
ロナ禍前と同様に開催で
きた。メーテレの60周年
記念大会ということで多
くの誘客ができ、地元の
PRを行うことができた。

総
合
評
価

Ｂ

実績
数値

経営強化事業（異
業種交流事業）

町内三商工会の会員小規模事
業者を対象に交流の場を提供
し、異業種交流を深めること
で情報・意見交換や新たな人
脈づくりを通したビジネス活
動・地域経済の活性化を図る
ことを目的とする。

異業種交流会の開催（年1回
開催・参加会員数22事業所）

町内三商工会
員小規模事業
者、各界関係

者

指標

異業種交流会参加企業数

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

コロナ禍以前と比
較しても、事業規
模が拡大し、多く
の誘客ができたの
で、今後も同じく
地域に貢献できる
よう実施していき
たい。

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

開催内容がコロナ
禍前と同様とな
り、参加会員数も
目標数値を超える
ことができた。今
後も会員同士の事
業活動の幅を広げ
るいい機会になる
よう実施していき
たい。

目標
数値

20
実績
数値

22
目標
数値

指標

新型コロナウイルス感染
症の五類移行により、コ
ロナ禍前と同様に開催で
きた。異業種の会員同士
が交流ができたことで、
会員の今後の事業活動の
幅を広げるいい機会と
なった。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付すこと。



団体名： 内海商工会

得られた効果 備考

　２０２３年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 110.0 ％） （達成度 112.5 ％） Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 108.6 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 97.8 ％） （達成度 ％） Ｂ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

調査・広報事業 地区内商工業者の知識の向
上、情報提供、並びに商工会
事業の報告、事業予定などの
商工会PRを実施する。

知多南部五商工会合同会報
（16頁構成）を年4回・1,000
部発行。
国、県の施策普及資料及びポ
スター・パンフレットの配
布。

内海商工会員
並びに地区内
小規模事業者

指標
会報発行回数

青年部・女性部事
業（青年部対策事
業）

青年部員間での交流や他地区
の青年部員との交流、地区内
における地域振興・社会福祉
を通じて地域との関わりを持
つことにより、地域社会の発
展に寄与する。
また、経営・社会全般に関す
る知識を学び、経営・地域発
展に寄与する。

・内海保育所クリスマス事業
・家族会(青年部のお子様、
奥様を対象)
・南知多大交流会開催
・産業まつり　出店
・内海納涼夏祭り実施 青年部員・地

域住民

指標

地域活性化実施事業数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

商工会事業のPR、
事業者に役立つ情
報の発信を今後も
継続していきた
い。

目標
数値

4
実績
数値

4
目標
数値

指標

実施された施策を事業者
へ情報発信することがで
き、事業者支援につな
がった。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

青年部・女性部事
業（女性部対策事
業）

地区内における女性部員の健
全な育成を図り、その組織活
動を通じて地域経済の発展、
社会一般の福祉の増進に資す
る。

各種研修会 2回
各種事業　  3回

地域商工業の
女性経営者及
び事業に従事
する18歳以上

の子女

指標

講習会及び研修会の開催回
数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

今まで実施してき
た既存事業だけで
なく、地域の子供
たちや若者たちに
向けた地元を盛り
上げる事業を行う
等、地域に寄り
添った活動を続け
ていきたい。

目標
数値

5
実績
数値

5
目標
数値

指標

新型コロナウイルス感染
症の五類移行により、コ
ロナ禍前と同様に開催で
き、部員間の結束力の向
上につながった。地域社
会との関わりが深まり、
青年部員の今後の事業活
動の幅を広げる機会と
なった。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

若手後継者等育成
事業
（セミナー）

女性部員を対象に、資質向上
となるセミナーを開催する。
（阿久比町商工会、東浦町商
工会、内海商工会、豊浜商工
会、師崎商工会、美浜町商工
会、武豊町商工会の合同開催
（知多支部商工会女性部連絡
協議会））

女性部資質向上事業（セミ
ナー開催）（９月）
・参加者数　77名
（※7商工会の合計）
・参加者満足度　90％（アン
ケート調査）

女性部員

指標

参加者数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

情報収集に努め
て、部員間のネッ
トワークをつくる
ことで、環境に対
応できる知識を習
得し、組織強化へ
とつなげる。目標

数値
5

実績
数値

5
目標
数値

指標

事業を行う上での福利厚
生面で必要である各種共
済、経営向上につながる
各施策の説明を通し資質
向上が図られた。また、
部員同士の情報交換及び
取引にもつながった。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

福利厚生事業 中小企業、小規模企業の経
営・雇用の持続的な安定を図
るために、各種共済制度の普
及や従業員の退職金等の確
保、企業の健全な育成に資す
ることを目的とする。また、
医療制度改革及び労働安全衛
生法第66条の規程による従業
員の健康診断を小規模事業者
等に周知し、集団健診を実施
する。

従業員の生活の安定を図る各
種共済の普及及び健康診断の
開催
受診者数76人

小規模事業者

指標

健康診断受診者数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

地域の絆の場とし
て活動していき、
組織の結束力を高
め実施していきた
い。

目標
数値

70
実績
数値

77
目標
数値

80

指標

参加者満足度
セミナーを通して、地域
の絆、人と人の絆、商工
会女性部の絆を強くし、
今後の女性部活動を推進
する上での礎をつくるこ
とができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

90

小規模事業者

指標

受託件数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

今後も引き続き各
種共済及び健康診
断の周知をしてい
き、活用してもら
うことで、健康増
進に努める。

目標
数値

70
実績
数値

76
目標
数値

指標

会員事業所の福利厚生と
して従業員の健康管理が
できたことにより、安定
した経営、事業継続の実
施に貢献できた。 総

合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

労働保険料等の事
務処理の負担軽減
はもとより雇用関
係、特に「雇用保
険2事業」の周
知、徹底に努め
る。

目標
数値

45
実績
数値

44
目標
数値

指標

受託小規模事業主の事務
処理の負担軽減及び従業
員の福利向上に努めた結
果、事業活動の継続的安
定性に寄与することがで
きた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

労働保険事業 事業主等の委託を受けて事業
主に代わり労働保険料の申告
納付その他労働保険に関する
各種の届出等の事務手続きを
行う。中小企業主の事務処理
の負担を軽減し、労働保険の
適用促進及び労働保険料の適
正な徴収をする。

受託事業所数　32事業所
4月1日～7月10日･･･労働保険
年度更新申告・第1期保険料
納付事務
10月15日～11月14日･･･労働
保険料第2期納付事務
1月15日～2月14日･･･労働保
険料第3期納付事務
随時･･･加入・脱退及び労災
手続き等の事務処理及び監督
機関等への届出事務

※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付すこと。


